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本 IFRS in Focus は、年次改善プロセスで公表された、4つの国際財務報告基

準（IFRSs）の最近の修正を要約したものである。 

 

なぜ本修正を公表したのか？ 

国際会計基準審議会（IASB）が公表した「IFRS の年次改善 2011－2013 年サ

イクル」は、年次改善プロセスで公表された 6 回目の修正の集合体である。年

次改善プロセスは、必要性があるが、緊急ではない IFRS に対する修正を行う

ために設計されている。 

 

いつ新しい要求事項が適用されるのか？ 

本修正は、2014 年 7 月 1 日以後開始する事業年度から、将来に向かって適

用される。早期適用は認められる。特定の経過措置は、以下の関連する項目

に含まれている。 

企業は、他の全ての修正を早期適用することなく、「IFRS の年次改善 2011－

2013 年サイクル」に含まれる個別の修正を早期適用することが認められる。 

 

要点 

 本修正は以下の基準に影響をあたえる。 

－IFRS 第 1 号「国際財務報告基準の初度適用」－「有効な IFRS」の意味

の明確化 

－IFRS 第 3 号「企業結合」－共同支配企業についての範囲除外の明確化 

－IFRS 第 13 号「公正価値測定」－ポートフォリオの例外の範囲の明確化 

－IFRS 第 40 号「投資不動産」－IFRS 第 3 号と IAS 第 40 号の間の相互

関係の明確化 

 本修正は、2014 年 7 月 1 日以後開始する事業年度に発効する。早期適用

は認められる。 
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注 ：  本 資 料 は Deloitte の  IFRS Global Office が作 成 し、有 限 責 任 監 査 法 人 トーマツ

が翻 訳 したものです。  
この日 本 語 版 は、読 者 のご理 解 の参 考 までに作 成 したものであり、原 文 については

英 語 版 ニュースレターをご参 照 下 さい。  
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本修正によりどのような変更があったのか？ 

IFRS トピック 修正 
IFRS 第 1 号「国際財務報告基

準の初度適用」 
「有効な IFRS」の意味 まだ強制となっていない新規の IFRS が早期適用

を認めている場合、初度適用企業は、当該 IFRS
を適用することが認められるが、要求はされない

ことを明確化するために、結論の根拠が修正され

た。企業が新規の IFRS の早期適用を選択する

場合には、新規の IFRS を、表示する期間全体を

通じて遡及的に適用しなければならない。ただ

し、IFRS 第 1 号が他の方法を許容または要求す

る免除または例外を設けている場合を除く。した

がって、新規の IFRS を早期適用することを選択

した初度適用企業には、新規の IFRS に関するい

かなる経過措置も適用されない。 

IFRS 第 3 号「企業結合」 共同支配企業についての範囲除

外 
共同支配の取決め自体の財務諸表における、全

ての種類の共同支配の取決めの形成についての

会計処理には IFRS 第 3 号が適用されないことを

明確にするために、範囲のセクションが修正され

た。 

IFRS 第 13 号「公正価値測定」 ポートフォリオの例外の範囲（52
項） 

金融資産および金融負債のグループの純額ベー

スでの公正価値の測定についてのポートフォリオ

の例外の範囲は、IAS 第 32 号における金融資産

または金融負債の定義を満たさない契約であっ

ても、IAS 第 39 号または IFRS 第 9 号の範囲に

含まれ、それらに従って会計処理される全ての契

約が含まれることを明確化するために修正され

た。 
 
IFRS 第 13 号を将来に向かって最初に適用した

ことと整合的に、本修正は IFRS 第 13 号が最初

に適用された事業年度の期首から将来に向かっ

て適用しなければならない。 

IAS 第 40 号「投資不動産」 IFRS 第 3 号と IAS 第 40 号の間

の相互関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

IAS 第 40 号は、当該基準と IFRS 第 3 号「企業

結合」が相互に排他的なものではなく、両基準の

適用が要求されることを明確化するために修正さ

れた。したがって、投資不動産を取得する企業

は、（a）当該資産が IAS 第 40 号における投資不

動産の定義を満たすかどうか、（b）当該取引が

IFRS 第 3 号の企業結合の定義を満たすかどうか

について決定しなければならない。 
 
本修正は、2014 年 7 月 1 日以後開始する期間に

おける投資不動産の取得に将来に向かって適用

される。企業は、そのための情報が入手可能な

場合にのみ、本修正を早期適用し、そして（また

は）過去の期間を修正再表示することができる。 
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